
 

平成２５年度当初予算 施策別取組概要 
 

 
                   12101 医療分野の人材確保       （健康福祉部） 

12102 救急・へき地等の医療の確保   （健康福祉部） 

（主担当部局：健康福祉部）      12103 医療の質の向上         （健康福祉部）              
12104 県立病院による良質で満足度の高い医療サービス

の提供             （病院事業庁） 

12105 適正な医療保険制度の確保    （健康福祉部） 
              

 

 減少傾向にある救急医療等を担う若手医師の確保に向けた仕組みを構築することなどにより、医師
の不足・偏在解消に向けた取組や、看護職員の確保に向けた取組が進むなど、救急医療やへき地医療

等を含む地域医療体制の整備が進んでいます。 

 
 

 

        

 ※各指標のＨ23 年度数値は現状値 

 

目標項目の説明 

人口 10 万人あたりの県内病院に勤務する常勤医師数 

 

 

 

目標項目  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

目標値 － 
120.0 人 

(23年度) 

121.3 人 

(24年度) 
 

124.0 人 

(26年度) 人口 10 万人あたりの病院勤務医

師数 
実績値 

118.6 人 

(22年度) 
    

目標項目  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

目標値 － 180 人 192 人  217 人 県内の病院で後期臨床研修を受

ける医師数 実績値 167 人     

目標値 － 644 人 651 人  665 人 県内看護師養成施設卒業者の県

内就業者数 実績値 574 人     

目標値 － 593 機関 618 機関  668 機関 救急医療情報システムに参加す

る時間外診療可能医療機関数 実績値 568 機関     

目標値 － 761 件 767 件  778 件 
医療相談件数 

実績値 755 件     

目標値 － 80.0% 80.0%  80.0% 
県立病院患者満足度 

実績値 73.9%     

平成 27 年度末での到達目標 

施策の数値目標 

１２１ 医師確保と医療体制の整 
    備 

県民指標 

活動指標 



 

※各指標のＨ23 年度数値は現状値 

 

 
・ 医師の不足・偏在の解消に向けて、医師無料職業紹介等の医師不足の影響を当面緩和する取組や、

医師修学資金貸与制度の運用、三重大学や地域医療研修センターにおける地域医療教育の充実等

の中長期的な視点に立った取組を、継続的、総合的に進める必要があります。 

・ 本年５月に三重県地域医療支援センターを設置し、若手医師の県内への定着や、キャリア形成支

援と医師不足病院の医師確保支援を一体的に行う仕組みづくり等に着手しました。今後、県内で

の勤務の増加が見込まれる修学資金貸与医師（平成 23 年度末貸与者累計 285 名）等の若手医師

が、県内で定着するよう、関係機関と連携して、卒前、卒後を通じて一貫したキャリア形成支援

等に取り組んでいく必要があります。 

・ 新人看護職員の卒後研修は一定規模以上の病院での取組が進展しましたが、中小規模病院など未

実施の医療機関について施設規模に応じた取組が必要です。また、中堅看護職員の定着率が低い

ため、新人だけでなく中堅看護職員への対策が必要です。 

・ 看護職員の定着については、「医療機関等看護職員需要調査」の分析結果から、院内保育所の充

実に高い効果が認められることから、多様な保育ニーズに対応できる施設を増やすことなどが必

要です。 

・ 地域医療再生計画に基づき総合医（総合診療医）の育成拠点整備や病院の再編統合などを支援し

ました。計画の期限である平成 25 年度中に事業を実施する必要があります。 

・ 県民の皆さんの適切な受診行動を促進するため、「県政だよりみえ」により、かかりつけ医を持

つことのメリットや医師等の状況などについて連載するとともに、メディアによる啓発、ポスタ

ー掲示などの啓発キャンペーンを本年 11 月から平成 25 年３月まで行うこととしています。今後

も、引き続き、効果的な啓発を進める必要があります。 

・ 県民の皆さんが休日・夜間等でも安心して受診できるよう、救急医療情報システムに参加する時

間外診療可能医療機関（10 月末時点 574 機関）をさらに増加させる必要があります。 

・ 本県の「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」（以下、「傷病者搬送等実施基準」という。）

については、各消防本部からの搬送データを調査・分析、検証していく必要があります。 

・ ドクターヘリについては、重症患者の救命や快復に効果が出ていますが、より効果的な運航がで

きるよう、事後検証会における事案の検証や離島などにおける訓練を継続する必要があります

（10 月末時点出動件数 145 件）。 

・ 周産期医療体制については、県内の周産期母子医療センターに対して新生児特定集中治療室（Ｎ

ＩＣＵ）など必要な設備等の整備を支援しているところですが、引き続き充実させていく必要が

あります。 

・ へき地等地域医療の担い手の確保育成に向けて、三重県地域医療研修センターにおける研修を受

け入れるへき地医療機関を拡充（３か所）しましたが、引き続き体制強化を図る必要があります。 

・ 「保健医療計画（第５次改訂）」の策定に向けて、在宅医療の提供体制を検討するため、新たに

「在宅医療推進懇話会」を設置し、達成すべき目標等を検討しているところですが、県内の実態

を十分把握することが必要です。 

目標項目  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

目標値 － 
37.9% 

(23年度) 
48.3% 

(24年度) 
 69.0% 

(26年度) 市町が運営する国民健康保険の

財政健全化率 
実績値 

24.1% 

(22年度) 
  

 
 

進捗状況（現状と課題） 



 

・ 三重県医療安全支援センターの医療相談件数（10 月末現在）は 489 件と、前年同月末の 423 件

に比べ増加していることから、引き続き相談等に対する適切な対応や医療安全に関する講演会等

による医療の質の向上のための対策が必要です。 

・ 市町国民健康保険の広域化に向けて、保険料（税）の平準化を図るため、保険財政共同安定化事

業の拠出方法を変更しました。引き続き、市町と国保の広域化に向けた環境整備について協議を進める

とともに、収納率の向上や医療費の適正化に取り組む必要があります。 

・ 本年４月に、県立総合医療センターの地方独立行政法人化および県立志摩病院への指定管理者制

度導入を実施しました。いずれも円滑に運営形態を移行し、順調に運営を行っています。引き続

き、求められる機能を確実に果たすとともに、経営基盤の確立を図っていく必要があります。 

・ 県立こころの医療センターおよび県立一志病院については、中期経営計画に基づき、医療ニーズ

に対応した病院運営を実施しています。引き続き経営の健全化を図っていく必要があります。 

・ 公立大学法人三重県立看護大学は中期計画および年度計画に基づき、適切に大学運営を実施して

います。より一層魅力ある大学となることをめざして、引き続き効果的、効率的な運営を行う必

要があります。 

 

 

 
 

・ 医師の不足・偏在の解消に向けて、引き続き、医師無料職業紹介等の医師不足の影響を当面緩和

する取組や医師修学資金貸与制度の運用等の中長期的な視点に立った取組を総合的に進めます。 

・ 若手医師の確保・定着に向けた仕組みづくりに注力することとし、臨床研修病院の魅力向上、総合医

（総合診療医）の育成拠点整備、指導医の育成や指導体制の充実、子育て医師等の復帰支援等、医療

機関等が行う取組を支援します。  

・ 三重県地域医療支援センターを中心に、三重大学や医療機関等と連携して、総合医（総合診療医）

や内科、外科等の基本領域における後期臨床研修プログラムの作成など、若手医師の県内定着と

医師の地域偏在解消に向けた仕組みづくりを進めます。 

・ 新人看護職員の定着促進を図るため、引き続き中小規模病院の研修体制の整備や補完しあえる関

係強化を支援するとともに、中堅看護職員にも働きやすい職場環境づくりをめざし、関係機関と

連携し、就労環境相談や医療機関へのアドバイザー派遣などの取組をさらに進めます。 

・ 看護職員の離職防止、復職支援のため、多様な保育ニーズに対応できる病院内保育所の充実に向

けた支援などに取り組みます。 

・ 地域医療再生計画に記載された事業を計画どおり平成 25 年度中に実施できるよう、各事業主体

と連携して取り組みます。 

・ 県民の皆さんが地域医療に対する理解を深め、適切な医療機関の受診など一人ひとりができるこ

とに取り組めるよう、他府県の事例を参考にしながら、効果的な啓発を進めます。 

・ 救急医療情報システムに参加する時間外診療可能医療機関の増加については、引き続き、新規の

開業医を中心として、三重県医師会等の関係団体と連携して取り組んでいきます。 

・ 傷病者搬送等実施基準については、検証結果をふまえ、必要に応じてその見直しを行うとともに、

医療機関と消防機関の連携を促進します。 

・ ドクターヘリについては、訓練や検証結果などをふまえ、より効果的な運航に努めます。 

・ 周産期医療体制の充実に向けて、引き続き、県内の周産期母子医療センターに対して母胎・胎児

集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）など必要な設備等の整備を支援します。 

 

平成 25 年度の取組方向 

健康福祉部 



 

・ 三重県地域医療研修センターにおける研修を受け入れるへき地医療機関の拡充を通じて、引き続

き、へき地医療の担い手確保・育成に努めます。 

・ 「保健医療計画（第５次改訂）」に基づき、在宅医療の充実を図るため、多職種の連携による在宅

医療のネットワークづくり等を支援するとともに、県民への在宅医療の普及啓発を行います。 

・ 患者と医療関係者とのより良い信頼関係構築のため、引き続き医療相談や医療安全研修等を実施します。 

・ 県調整交付金の活用等により、引き続き国民健康保険の広域化に向けた保険財政共同安定化事業の拡充、

収納率の向上、医療費の適正化などの市町の取組を支援します。 

・ 平成 24 年４月に地方独立行政法人に移行した県立総合医療センターに対して、中期目標に定め

た政策医療の提供や法人運営に関して必要な支援を行います。 
・ 公立大学法人に移行して５年目を迎える県立看護大学に対して、中期目標に定めた教育、研究、

地域貢献の取組や法人運営に関して必要な支援を行います。 
 
 
・ 病院事業の経営を中期的な観点から計画的に推進するため平成 24 年度に策定する新たな中期経

営計画に基づき、それぞれの県立病院に求められる役割・機能等に応じた医療サービスを、安定

的かつ継続的に提供します。 

・ 県立志摩病院については、基本協定等に基づき診療体制の回復が着実に進められるよう、指定管

理者に対して適切に指導・監督を行います。 
 

 
 

 
●医師確保対策事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

   予算額：(24) ８８３，２７１千円 → (25) ９１９，５２５千円 

   事業概要：医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修病院

の魅力向上、勤務医の負担軽減、指導医の育成、女性医師等への子育て・復帰支援、

全国からの医師招へいなどの取組を通じて、救急医療を中心的に担う若手医師等の

県内定着を進めます。 

  

●医師等キャリア形成支援事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

   予算額：(24) ７４，２８１千円 → (25)  ５７，８７７千円 

   事業概要：医師の不足・偏在の解消を図るため、三重県地域医療支援センターにおいて、県内

の医師不足の状況等の把握・分析を行うとともに、修学資金貸与医師等向けの後期

臨床研修プログラムの作成及びその運用等を行います。また、へき地等の地域医療

の担い手を育成するため、研修医、医学生等を対象に三重県地域医療研修センター

において引き続き実践的・特徴的な研修等を実施するとともに、研修を受け入れる

医療機関の拡充を図ります。 

 

●看護職員確保対策事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

   予算額：(24) ２２４，３００千円 → (25)  ２００，２８０千円 

   事業概要：24 時間保育や病児保育など多様な保育ニーズに対応できる病院内保育所設置の促進

や運営支援、就労環境改善のためのアドバイザー派遣事業や看護管理者への研修会

などの取組を行うとともに、働きやすい職場環境づくりをめざして、関係団体と連

主な事業 

健康福祉部 

病院事業庁 



 

携した検討会を設置し、看護職員の離職防止、復職支援を行います。 

 

●公立大学法人関係事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

   予算額：(24) ６８９，５６６千円 → (25) ７４２，８１３千円 

   事業概要：公立大学法人三重県立看護大学がその運営を確実に実施するために必要な経費を運

営費交付金として交付します。 

また、法人の業務の実績等に関する評価を行うため、附属機関として設置してい

る「三重県公立大学法人評価委員会」の運営を行います。 

 

●救急医療体制再整備・医療情報提供充実事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確

保】 

   予算額：(24) ５１４，６７１千円 → (25)  ５２６，２１７千円 

   事業概要：地域における救急医療体制の維持・確保を図るため、市町や関係機関と連携して、

啓発活動に取り組むとともに、救急医療情報システムによる初期救急医療情報の県

民への提供、傷病者搬送等実施基準の運用、二次救急医療機関への支援やドクター

ヘリの運用等を行います。 

 

●救急・へき地医療施設設備整備補助金【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

   予算額：(24) １，１４７，８０７千円 → (25)  ２，６６７，３３９千円 

   事業概要：地域医療再生計画等に基づき、二次・三次救急医療機関の機能強化を図るため、病

院群輪番病院等が行う施設整備や医療機器整備等の取組を支援します。 

 

●地域周産期医療再生計画事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

   予算額：(24) ５８，７３３千円 → (25) １２０，６３２千円 

   事業概要：周産期医療体制の一層の強化を図るため、新生児ドクターカーの更新、母胎・胎児

集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）整備への支援など、県内の周産期母子医療センター

機能の強化を進めます。 

 

●（新）在宅医療推進事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

   予算額：(24) － 千円 → (25)  １０，５８４千円 

   事業概要：在宅医療の充実を図るため、地域における在宅医療の課題抽出を行う検討会や多職

種連携による事例検討会の開催など、市町の在宅医療連携体制の構築に向けた取組

に対して支援するとともに、県民への在宅医療の普及啓発を実施します。 

 

●地方独立行政法人三重県立総合医療センター関係事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の

医療の確保】 

   予算額：(24) １，７１６，２７５千円 → (25)  １，６４２，７６６千円 

   事業概要：地方独立行政法人三重県立総合医療センターの運営経費のうち、政策医療の提供に

必要な経費を交付します。 

また、法人の業務の実績等に関する評価を行うため、附属機関として設置してい

る「地方独立行政法人三重県立総合医療センター評価委員会」の運営を行います。 

 

 



 

●地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付費【基本事業名：12102 救急・へき地等

の医療の確保】 

   予算額：(24) ２，３０７，３１９千円 → (25)  １，６２０，９７３千円 

   事業概要：地方独立行政法人の長期借入金については設立団体である県からの借入金に限られ

るため、県が企業債を発行し、その資金を地方独立行政法人三重県立総合医療セン

ターに貸し付けます。 

 

●医療安全支援事業【基本事業名：12103 医療の質の向上】 

   予算額：(24) ２２，５１８千円 → (25) １６，４７８千円 

   事業概要：医療相談の専門員を２名配置し、患者・家族等の苦情や相談に対応するとともに、

医療安全に関する講演会の開催等を行うことで、患者と医療機関の信頼関係構築を

支援します。 

 

●病院事業会計負担金・補助金・貸付金【基本事業名：12104 県立病院による良質で満足度の高

い医療サービスの提供】 

   予算額：(24) ４，２７８，１６１千円 → (25) ３，７３１，４７６千円 

   事業概要：病院事業管理者に対して、政策医療を実施するために必要な経費を交付するととも

に、安定的、継続的な管理運営を図るため、業務の確実な実施や当面の経営基盤強

化にかかる資金の交付、貸付を行います。 

 

●国民健康保険調整交付金【基本事業名：12105 適正な医療保険制度の確保】 

   予算額：（24）８，９２９，６５０千円 → (25)８，９１８，１２４千円 

  事業概要：市町の国民健康保険財政間の格差の解消を図るため、県調整交付金を用いて財政調

整を行います。  
 

 

●こころの医療センター外来棟増築事業【基本事業名：12104 県立病院による良質で満足度の高

い医療サービスの提供】 

   予算額：(24) １４，６５８千円 → (25)  １５２，０８１千円 

   事業概要：こころの医療センターで今後増加が見込まれる外来患者に対する診療及び相談機能

の充実を図るため、外来棟の増築を行います。 

 

●志摩病院管理運営事業【基本事業名：12104 県立病院による良質で満足度の高い医療サービス

の提供】 

   予算額：(24) １，４７５，５２２千円 → (25)  １，３２１，７１５千円 

   事業概要：志摩病院の指定管理者に対して、政策医療を実施するために必要な経費を交付する

とともに、安定的、継続的な管理運営を図るため、業務の確実な実施や当面の経営

基盤強化にかかる資金の交付、貸付を行います。 

 

 

病院事業庁 


